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北 星 論 集（経） 第５１巻 第１号（通巻第６０号）
６０ Y２の本件土地の取得時効の起算点は，本件土
地の賃貸借が開始された時点である（借地人
の占有を介して，本件土地の占有が継続され
た），とされ，占有開始時の事情が具体的に検
討されていない。滝沢・ジュリ８０１号８６頁を参
照。
６１ 滝沢・ジュリ８０１号８５頁を参照。廉価で購入し
たとはいえ，代金の決定は公簿上の面積に従っ
たのだから合理性があるともいえ，将来紛争
が生じるかもしれない土地の値段が低額にお
さえられることも十分に考えられ，このよう
な事情のある土地の売買について当該特約が
付けられることも理解できる，とされる。Ｘ
の背信的悪意者の認定について，田中・愛媛
法学会雑誌３３巻１・２合併号２７頁も疑問を呈
している。
６２ 田中・愛媛法学会雑誌３３巻１・２合併号２７頁
を参照。
６３ 石田・立教法学７４号１４２・１４３頁：草野「取得
時効と登記」１９８頁：田中・愛媛法学会雑誌３３
巻１・２合併号２７頁以下を参照。
６４ 本判決では，確かに，Ｙらの行為に，Ｘの取
得時効を覆滅する意図があったと考えられる。
したがって，裁判所の判断に問題はないと考
える。とはいえ，越境の事実が判明するや否
や，Ｘ側からは公図の訂正が求められ，Y１か
らは本件係争地の買取または代替地の提供
（交換）が提案され，Y１としても紛争を解決・
回避するための手立ては尽くしている（実際
の境界紛争では，この種の交渉が当事者間で
行われていると聞く。境界紛争の現実につい
ては，実地調査・研究が必要であると考えて
いる）。そうしたなかで，Y１としてもやむに
やまれず（？），姉の夫である Y２に本件係争
地を譲渡して，本件係争地の取戻しを図った
とも考えられる。Ｙらのこれらの事情を，法
的にどう評価するかは，事案によって，難し
い判断を迫られることもあると考えられる。
もっとも，Ｙは，越境が明らかになる以前に，
Ｘ所有地とＹ所有地の境界標として木杭を設
置した際に，何ら異議を述べなかった。（越境
が明らかでなかったから，仕方がないとはい
え，）この点もＹの背信性の判断にあたって評
価されたのか（禁反言？）。
６５ 石田・立教法学７４号１５０頁以下（原審は１５０頁
以下，控訴審は１５２・１５３頁）：田中・愛媛法学
会雑誌３３巻１・２合併号３６・３７頁を参照。
６６ 判時１６３９号５７頁コメントによれば，悪意が認
定されたにもかかわらず，背信性が否定され
たのは，本判決が初めてではないか，とする。
６７ 第一審では，当該字図は，「農業委員会が，旧
土地所有者の立ち会いなしに，旧字図と無関
係に…付近一帯の土地を新たに区画した結果
を表示したものであることが認められ，これ
は，国が自作農創設の見地から，強制的に買
収した土地について，売渡計画を策定したう
えで，新たに権利を創設する目的のために作
成されたものであると解されるから，売渡の
対象となる土地の範囲につき，一筆調査や周
辺土地の所有者の立会なしに，図面上で区画
されたとしても，そのことによって，現字図
の効力ないし存在意義が否定されるものでは
ない」とされる。
６８ 判時１６３９号５７頁コメントは，Ｙ側が時効完成
前に越境の事実を認め，いずれ明け渡す意向
を漏らしていたことから，そもそもＹが本件
係争地を時効取得したという点も疑問である，
とする。真の所有者であれば，いずれ返還す
る意向などを漏らすはずがなく，Ｘが，Ｙの
他主占有を主張立証することにより，Ｙの時
効取得の主張を排斥することも可能と思われ
るから，とする（同感である）。
６９ 田中・愛媛法学会雑誌３３巻１・２合併号３７頁
は，本判決が，既登記権利者の要保護性を，
時効完成後未登記の時効取得者の帰責性との
利益衡量で判断する，という民法９４条２項類
推適用による解決と同視することができる，
とする。
７０ 前掲注（５６），（６１），（６４）を参照。
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